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令和４年９月 15 日 

選挙管理委員会事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 選挙に対する意識の変化 ～政治と生活は関係があると答えた人が増加～（Ｐ19～） 

 ・「政治と生活の関係性について、《関係がある（計）》は国の政治と都の政治がともに８割強となっている。 

また、平成 29年衆議院議員選挙と比較して《関係がある（計）》は、国の政治で 10.6ポイント、都の政治で

11.2ポイント、区市町村の政治で 7.8ポイント、それぞれ増加した。 

 

 
 

 

ア）国の政治 今　回　選　挙 81.2 6.4

平成29年
衆議院議員選挙

70.6 13.7

イ）都の政治 今　回　選　挙 82.8 5.6

平成29年
衆議院議員選挙

71.6 12.0

ウ）区市町村の政治 今　回　選　挙 78.1 7.1

平成29年
衆議院議員選挙

70.3 11.6
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今 回 選 挙

平成29年衆議院議員選挙

実施の対象と概要 

・令和３年 10月 31日執行衆議院議員選挙 

・回答者数：1,809人（対象 4,000人） ・調査票配送法（令和４年３月２日～３月 21日） 

 〇政治と生活の関係性、「関係がある」と答えた人が増加。 

〇投票の動機は「国政をよくするためには、投票することが大切」が 

大きく伸びる。 

令和３年 10 月 31 日執行衆議院議員選挙 

世論調査の概要 

（） 
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２ 投票した動機、「国政をよくするためには、投票することが大切」が 14.7 ポイント伸びる。 

  （Ｐ39～） 

・「国政をよくするためには、投票することが大切だと思ったから」が６割台半ばと最も高く、平成 29年 

衆議院議員選挙と比較して 14.7ポイント増加している。また、「投票することは、権利であるから」が 

11.7ポイント増加した。一方、３番目に高い「投票することは義務であるから」が 1.9ポイントの微減 

となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国政をよくするためには、投票する
ことが大切だと思ったから

投票することは、権利であるから

投票することは、義務であるから

自分の支持する政党等の推す候補者を
当選させたかったから

今の政治がよくないので、
変えたいと思ったから

当選させたい候補者がいたから

当選させたくない候補者がいたから

テレビ・ラジオ・新聞などのメディアの
報道等を見て興味を持ったから

投票率が気になったから

自分の関係する団体、組織、知り合いの人
に投票を頼まれたから

ホームページやＳＮＳ等のインターネット上
の情報を見て興味を持ったから（※）

友人や家族が行くから、なんとなく

その他

わからない

無回答
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（n=1,451）
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（※）平成 29年調査では「インターネット上の情報を見て 

興味を持ったから」 
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３ 候補者の選定の役に立った媒体は、選挙公報やテレビ・ラジオの選挙報道。（Ｐ104～） 

・候補者の選定の役に立った媒体は、「選挙公報」が 43.8％と最も高く、次いで「テレビ・ラジオの選挙 

報道」が 39.4％だった。また、多くの候補者が選挙運動にインターネットを活用したが、本調査で「役 

に立った」と回答した人は１割強にとどまった。 

 ・なお、新聞・雑誌などの選挙報道が役に立ったという回答は年齢層が高いほど増加し、一方、ネット上 

の情報が役に立ったという回答は年齢層が低いほど増加した。 

 

 

 

（n=1,451）

選挙公報

テレビ・ラジオの選挙報道

新聞・雑誌などの選挙報道

候補者等のポスター

テレビ・ラジオの政見放送・経歴放送

各政党の政策等を記載した選挙運動用
パンフレット（マニフェスト）

候補者等の街頭演説

候補者のホームページ、ツイッター等の
ネット上の情報

候補者等の新聞広告

候補者以外のホームページ、ツイッター等の
ネット上の情報

候補者のはがき・候補者等のビラ

家族、友人、知人からの勧め

政党・候補者の後援会などからの推薦

候補者等の選挙運動用自動車からの連呼

候補者の個人演説会

各種団体からの推薦

その他

どれにも接していない

役立ったものはない

わからない、忘れた

無回答
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問い合わせ先   

選挙管理委員会事務局 選挙課 新井、花澤 

電話 03‐5320‐6903（直通）／ 55-111・137（内線） 

 

 


